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府
の
農
業
政
策
は
「
攻
め
の
農

林
水
産
業
」
実
現
を
掲
げ
、
産

業
と
し
て
の
成
長
に
向
け
軸
足
を
転
換

し
て
お
り
、
農
業
協
同
組
合
（
Ｊ
Ａ
）

も
自
ら
の
改
革
を
進
め
よ
う
と
し
て
い

る
。
今
回
は
Ｊ
Ａ
自
身
が
掲
げ
る
改
革

の
意
義
と
見
通
し
、
そ
れ
ら
を
踏
ま
え

た
農
業
金
融
の
方
向
性
に
つ
い
て
記
述

す
る
。

農
産
物
の
委
託
販
売
を
改
善
し

直
接
販
売
を
拡
大
へ

●
経
済
事
業
の
強
化

　

生
産
資
材
を
安
く
仕
入
れ
、
有
利
な

条
件
で
農
産
物
を
販
売
す
る
こ
と
で
、

農
業
者
の
手
取
り
収
入
を
増
や
す
。
こ

れ
が
、
２
０
１
５
年
の
Ｊ
Ａ
法
改
正
の

う
ち
経
済
事
業
に
関
わ
る
部
分
と
、
17

年
の
農
業
競
争
力
強
化
支
援
法
の
基
本

的
な
考
え
方
の
一
つ
で
あ
る
。

　

農
産
物
の
販
売
を
め
ぐ
る
考
え
方

は
、
政
府
の
農
業
政
策
に
関
わ
る
当
面

の
方
針
が
ま
と
め
ら
れ
て
い
る
農
林
水

産
業
・
地
域
の
活
力
創
造
本
部
「
農
林

水
産
業
・
地
域
の
活
力
創
造
プ
ラ
ン
」

（
16
年
11
月
29
日
改
訂
、
以
下
「
活
力

創
造
プ
ラ
ン
」）
に
記
述
が
あ
る
。
そ

こ
に
は
、「『
農
産
物
の
買
取
販
売
』
を

数
値
目
標
を
定
め
て
段
階
的
に
拡
大
す

る
な
ど
、
適
切
な
リ
ス
ク
を
取
り
な
が

ら
リ
タ
ー
ン
を
大
き
く
す
る
こ
と
を
目

指
す
」
と
あ
る
。

　

ま
た
「
農
業
者
か
ら
実
需
者
・
消
費

者
に
農
産
物
を
直
接
販
売
す
る
ル
ー
ト

の
拡
大
」「
生
産
資
材
等
に
つ
い
て

は
、
全
農
・
経
済
連
と
他
の
調
達
先
を

徹
底
比
較
し
て
、
最
も
有
利
な
と
こ
ろ

か
ら
調
達
す
る
」
と
い
っ
た
考
え
も
挙

政

JA改革・農政転換で
変わりゆく農業金融

短期集中連載

大和総研金融調査部
主任研究員　中里幸聖

最
終
回　

Ｊ
Ａ
の
改
革
と
農
業
金
融
の
今
後

農
業
の
成
長
産
業
化
と
と
も
に

期
待
さ
れ
る
Ｊ
Ａ
の
自
己
改
革
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げ
ら
れ
て
い
る
。

　

こ
う
し
た
方
針
が
掲
げ
ら
れ
る
背
景

に
は
、
Ｊ
Ａ
の
販
売
方
式
に
お
け
る
課

題
が
あ
る
。
Ｊ
Ａ
の
農
産
物
販
売
事
業

で
は
、
主
に
委
託
販
売
と
買
取
販
売
の

方
式
を
と
る
。
買
取
販
売
は
、
Ｊ
Ａ
が

生
産
者
か
ら
農
産
物
を
買
い
取
っ
て
仕

入
れ
る
こ
と
で
、
農
産
物
引
渡
し
時
点

で
所
有
権
は
Ｊ
Ａ
側
に
移
転
し
、
在
庫

リ
ス
ク
は
Ｊ
Ａ
が
負
う
方
式
で
あ
る
。

Ｊ
Ａ
か
ら
生
産
者
へ
の
代
金
引
渡
し
は

農
産
物
引
渡
し
時
点
が
基
本
と
な
る

が
、
Ｊ
Ａ
の
倉
庫
か
ら
農
産
物
を
出
荷

す
る
た
び
に
代
金
を
払
う
分
割
決
済
な

ど
の
手
法
も
と
り
得
る
。

　

一
方
、
委
託
販
売
で
は
、
Ｊ
Ａ
が
生

産
者
か
ら
販
売
を
委
託
さ
れ
る
形
で
農

産
物
を
販
売
す
る
。
販
売
さ
れ
る
ま
で

の
農
産
物
の
所
有
権
は
生
産
者
側
に
あ

り
、
在
庫
リ
ス
ク
も
生
産
者
が
負
う
。

買
取
販
売
に
比
べ
て
、
売
上
金
額
の
確

定
と
生
産
者
へ
の
代
金
引
渡
し
が
遅
く

な
る
可
能
性
が
あ
る
が
、
多
く
の
Ｊ
Ａ

で
は
生
産
者
へ
の
前
渡
し
金
支
払
い
な

ど
で
対
応
し
て
い
る
。
た
だ
し
、
前
渡

し
金
は
概
算
値
で
あ
り
、
在
庫
品
の
値

下
が
り
や
不
良
在
庫
の
発
生
な
ど
の
リ

ス
ク
は
生
産
者
側
が
負
う
と
さ
れ
る
。

　

こ
の
た
め
、
委
託
販
売
の
課
題
を
指

摘
す
る
声
が
あ
る
。
Ｊ
Ａ
の
農
産
物
販

売
事
業
で
は
、「
直
近
の
２
０
１
３
年

度
の
販
売
・
取
扱
高
で
も
、
委
託
販
売

が
96
・
３
％
と
大
宗
を
占
め
、
買
取
仕

入
に
よ
る
販
売
（
買
取
販
売
）
は
３
・

７
％
」
と
委
託
販
売
が
原
則
と
さ
れ
て

き
た
と
の
こ
と
で
あ
る
（
尾
高
恵
美

「
Ｊ
Ａ
に
よ
る
農
産
物
買
取
販
売
の
課

題
」
農
林
中
金
総
合
研
究
所
『
農
中
総

研　

調
査
と
情
報
』
15
年
7
月
号
よ

り
）。
委
託
販
売
は
、「『
出
来
た
も
の

を
売
る
』
の
で
は
な
く
『
売
れ
る
も
の

を
作
る
』
た
め
の
情
報
を
農
家
と
共
有

す
る
た
め
」
と
い
っ
た
反
論
も
あ
る

（
原
田
康
「【
コ
ラ
ム
・
目
明
き
千

人
】
委
託
販
売
こ
そ
が
農
家
に
メ
リ
ッ

ト
」
農
業
協
同
組
合
新
聞
、
16
年
10
月

21
日
付
よ
り
）。

　

販
売
方
式
へ
の
批
判
に
対
し
て
Ｊ
Ａ

全
中
は
、「
中
食
・
外
食
・
小
売
等
の

実
需
者
ニ
ー
ズ
に
応
じ
た
生
産
と
買
取

販
売
や
事
前
契
約
等
の
多
様
な
契
約
方

式
に
よ
る
販
売
の
拡
大
、
販
路
別
の
生

産
部
会
の
再
編
・
強
化
等
に
よ
り
、
担

い
手
の
手
取
り
ア
ッ
プ
を
実
現
」
す
る

と
し
て
い
る
。
こ
れ
は
、
Ｊ
Ａ
全
中
が

15
年
10
月
に
公
表
し
た
第
27
回
Ｊ
Ａ
全

国
大
会
組
合
員
説
明
資
料
に
示
さ
れ
て

い
る
。

Ｊ
Ａ
の
広
域
団
体
も

改
革
の
指
針
を
表
明

　

さ
ら
に
、
Ｊ
Ａ
全
農
は
政
府
の
「
活

力
創
造
プ
ラ
ン
」
へ
の
対
応
と
し
て
、

買
取
販
売
の
拡
大
を
明
記
し
、
販
売
事

業
、
生
産
資
材
事
業
に
つ
い
て
具
体
的

な
数
値
目
標
を
掲
げ
て
い
る
（
図
表

１
）。
こ
れ
ま
で
の
誰
か
に
「
売
っ
て

も
ら
う
」
か
ら
「
自
ら
売
る
」
に
転
換

す
る
た
め
、
卸
売
業
者
や
卸
売
市
場
に

出
荷
し
て
終
わ
り
で
は
な
く
、
量
販
店

や
加
工
業
者
な
ど
実
需
者
へ
の
直
接
販

売
を
主
体
と
し
た
事
業
へ
転
換
す
る
と

し
て
い
る
。
こ
れ
に
よ
り
、
卸
売
業
者

等
に
そ
の
先
の
販
売
を
託
し
て
し
ま
う

の
で
は
な
く
、
実
需
者
の
ニ
ー
ズ
動
向

を
直
接
に
把
握
す
る
こ
と
を
狙
う
。

　

ま
た
、
Ｊ
Ａ
全
農
は
生
産
資
材
事
業

で
は
、
17
年
３
月
公
表
の
「『
農
林
水

産
業
・
地
域
の
活
力
創
造
プ
ラ
ン
』
に

係
る
本
会
の
対
応
」
で
、「
あ
ら
た
め

て
共
同
購
入
の
実
を
上
げ
る
よ
う
な
シ

ン
プ
ル
な
調
達
・
供
給
が
で
き
る
競
争

入
札
等
を
中
心
と
す
る
購
買
方
式
に
抜

本
的
に
転
換
」
す
る
と
し
て
い
る
。

図表１　JA全農による主要事業の実施具体策・年次計画（一部抜粋）

（注）米穀の目標はJA全農取扱数量に加えて、県連・県農協の直接販売・買取販売の数量を含む。化成は化成肥料
（出所）全国農業協同組合連合会「『農林水産業・地域の活力創造プラン』に係る本会の対応」（17年３月）を基に大和総研作成

具体策 2017年度 18年度 19年度～

米殻
（１）実需者への直接販売の拡大

（16年度見込み：80万トン）
（２）買取販売の拡大

（16年度見込み：22万トン）

（１）100万トン（47％）
（２）30万トン（14％）

（１）125万トン（62％）
（２）50万トン（25％）

24年度
（１）主食米取扱いの90％
（２）主食米取扱いの70％

肥料

①受注・購入方式転換の生産者への周知
②事前予約注文を全農へ積上げ
③予約数量を基に、相見積り・入札などに
より徹底比較して、最も有利な価格・工
場を決定

④予約注文に基づく配送

①４～６月
②７～９月
③10～ 12月
④１～３月
（対象は一部の化成）

他の化成肥料に拡大



2017・11月１日号 60

••••••••••••••••••••••••••••••••••••••••••••••••••••••••••••••••••••••••••••••••••••••••••••••••••••••••••••••••••••••••••••

　

Ｊ
Ａ
は
農
業
協
同
組
合
法
に
基
づ
く

農
業
者
（
農
民
ま
た
は
農
業
を
営
む
法

人
）
に
よ
っ
て
組
織
さ
れ
た
協
同
組
合

派
は
、
信
用
事
業
は
農
林
中
央
金
庫

（
農
林
中
金
）
な
ど
広
域
組
織
に
任
せ

て
、
単
位
農
協
は
経
済
事
業
等
に
専
念

す
る
べ
き
だ
と
考
え
て
い
る
よ
う
で
あ

る
。
た
だ
し
、
個
々
の
農
業
者
の
具
体

的
な
事
情
を
把
握
で
き
る
の
は
地
元
の

単
位
農
協
で
あ
る
と
考
え
ら
れ
る
。
農

業
に
対
す
る
投
融
資
を
積
極
化
す
る
に

は
、
そ
う
し
た
個
別
事
情
の
把
握
が
重

要
と
な
ろ
う
。

政
府
改
革
派
は
単
位
農
協
に

信
用
事
業
の
再
編
を
志
向

　

政
府
の
「
活
力
創
造
プ
ラ
ン
」
で

は
、「
農
林
中
金
・
信
連
・
全
共
連
の

協
力
を
得
て
、
単
位
農
協
の
経
営
に
お

け
る
金
融
事
業
の
負
担
や
リ
ス
ク
を
極

力
軽
く
し
、
人
的
資
源
等
を
経
済
事
業

に
シ
フ
ト
で
き
る
よ
う
に
す
る
」
と
し

て
い
る
。
信
用
事
業
に
関
わ
る
事
務
負

担
や
リ
ス
ク
を
軽
減
す
る
こ
と
に
単
位

農
協
側
も
異
論
は
な
い
と
思
わ
れ
る

が
、
そ
れ
が
単
位
農
協
か
ら
農
林
中
金

等
へ
の
人
の
異
動
や
信
用
事
業
と
経
済

事
業
の
縦
割
り
化
を
意
味
す
る
の
で
あ

れ
ば
、
総
合
農
協
と
し
て
の
メ
リ
ッ
ト

が
減
殺
さ
れ
る
と
危
惧
さ
れ
て
い
る
。

　

前
回
述
べ
た
よ
う
に
、
経
済
事
業
等

の
赤
字
を
信
用
事
業
、
共
済
事
業
で
補

う
収
益
構
造
が
永
続
す
る
の
は
望
ま
し

く
な
い
が
、
経
済
事
業
等
を
強
化
し
て

い
く
中
で
、
経
済
事
業
か
ら
の
ニ
ー
ズ

に
応
え
る
形
で
信
用
事
業
が
活
用
さ
れ

て
い
く
べ
き
だ
ろ
う
。
例
え
ば
、
地
元

農
業
者
の
農
産
物
の
販
路
拡
大
や
生
産

性
向
上
の
た
め
の
資
金
需
要
に
、
同
一

単
位
農
協
内
で
応
え
ら
れ
る
こ
と
（
ワ

ン
ス
ト
ッ
プ
サ
ー
ビ
ス
の
提
供
）
が
、

地
元
農
村
社
会
に
根
差
し
た
Ｊ
Ａ
の
あ

り
方
の
一
つ
と
考
え
ら
れ
る
。

　

た
だ
し
、
政
府
が
提
案
し
て
い
る
よ

う
な
Ｊ
Ａ
バ
ン
ク
法
で
規
定
さ
れ
て
い

る
方
式
、
す
な
わ
ち
単
位
農
協
に
農
林

中
金
等
の
支
店
を
置
く
、
あ
る
い
は
単

位
農
協
が
代
理
店
と
し
て
金
融
サ
ー
ビ

ス
を
提
供
す
る
方
式
で
も
、
工
夫
次
第

で
農
協
組
合
員
の
ニ
ー
ズ
に
応
え
る
こ

と
は
可
能
と
思
わ
れ
る
。

　

農
林
中
金
が
単
位
農
協
に
金
融
事
業

の
分
離
、
再
編
、
現
状
維
持
の
い
ず
れ

を
選
ぶ
か
を
19
年
５
月
ま
で
に
回
答
す

る
よ
う
に
求
め
て
い
る
と
の
報
道
も
あ

り
、
数
年
の
う
ち
に
何
ら
か
の
方
向
性

が
固
ま
る
だ
ろ
う
。

農
業
の
企
業
化
等
を
通
じ

期
待
さ
れ
る
資
金
需
要

●
農
業
金
融
の
促
進
を
め
ぐ
る
課
題

　

本
連
載
第
一
回
、
第
二
回
で
述
べ
た

図表２　農産物販売額ごとの経営体の数� （千経営体）

で
あ
り
、
自
己
の
改
革
は
自

身
で
進
め
る
と
い
う
姿
勢
で

あ
る
。
と
は
い
え
、
農
業
は

社
会
の
基
盤
で
あ
り
、
農
業

政
策
と
の
整
合
性
が
求
め
ら

れ
る
で
あ
ろ
う
。

　

一
方
の
政
府
側
も
、
農
業

の
重
要
な
プ
レ
ー
ヤ
ー
で
あ

る
Ｊ
Ａ
の
協
力
な
し
に
農
業

政
策
を
進
め
る
こ
と
は
望
ま

し
い
と
は
い
え
な
い
で
あ
ろ

う
。
今
回
の
Ｊ
Ａ
全
農
の
対

応
は
、
Ｊ
Ａ
が
実
施
し
て
い

る
事
業
の
全
分
野
を
カ
バ
ー

す
る
も
の
で
は
な
い
。
だ

が
、
具
体
的
な
数
値
目
標
も

掲
げ
て
お
り
、
従
来
の
Ｊ
Ａ

か
ら
す
れ
ば
か
な
り
踏
み
込

ん
だ
、
改
革
へ
の
確
か
な
一

歩
と
い
え
る
の
で
は
な
い
だ

ろ
う
か
。

●
単
位
農
協
の
信
用
事
業
の

あ
り
方
を
め
ぐ
る
検
討

　

農
林
水
産
省
を
含
む
政

府
・
与
党
の
農
協
改
革
推
進

（注）各年２月１日時点、「販売なし」を含む
（出所）農林水産省「農林業センサス」、「農業構造動態調査」より大和総研作成

経営体合計 うち組織経営体

年
1,000万円
未満

1,000 ～
3,000万円

3,000万円
以上

計
1,000万円
未満

1,000 ～
3,000万円

3,000万円
以上

計

2010 1,546.1 99.9 33.1 1,679.1 18.4 4.8 7.8 31.0

2011 1,484.6 98.4 34.6 1,617.6 18.3 5.2 8.0 31.5

2012 1,433.1 96.6 34.2 1,563.9 18.1 5.1 8.0 31.2

2013 1,382.1 97.7 34.3 1,514.1 17.9 5.4 8.4 31.7

2014 1,338.8 97.0 35.4 1,471.2 18.0 5.7 8.4 32.1

2015 1,251.7 90.2 35.3 1,377.3 17.7 6.1 9.3 33.0

2016 1,186.2 95.3 36.9 1,318.4 16.8 6.8 10.4 34.0

2017 1,122.9 95.5 39.6 1,258.0 17.0 7.0 10.9 34.9
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よ
う
に
、
農
業
の
企
業
化
等
の
進
展

は
、（
間
接
的
に
）
新
た
な
資
金
需
要

を
生
み
出
す
可
能
性
が
あ
る
。

　

現
状
で
は
、
コ
メ
や
野
菜
な
ど
を
中

心
と
す
る
小
規
模
家
族
経
営
の
農
業
者

の
場
合
、
従
来
ど
お
り
の
生
産
を
継
続

す
る
の
で
あ
れ
ば
、
新
た
な
資
金
需
要

は
生
じ
に
く
い
だ
ろ
う
。
生
産
の
規
模

拡
大
、
機
械
化
推
進
な
ど
の
際
に
は
新

た
な
資
金
需
要
が
生
じ
得
る
が
、
既
存

の
農
業
者
の
機
械
化
は
一
定
程
度
の
水

準
に
達
し
て
い
る
。

　

農
業
生
産
の
規
模
拡
大
も
、
一
部
の

意
欲
的
な
農
家
を
除
け
ば
、
組
織
化
さ

れ
た
経
営
を
志
向
し
な
い
と
限
界
が
あ

る
。
た
だ
し
、
小
規
模
家
族
経
営
の
場

合
で
も
畜
産
な
ど
は
装
置
産
業
の
側
面

が
あ
る
の
で
、
相
対
的
に
規
模
拡
大
に

動
き
や
す
く
、
新
た
な
資
金
需
要
が
生

じ
得
る
。

　

農
業
の
企
業
化
等
が
進
展
す
れ
ば
、

農
業
生
産
の
規
模
拡
大
、
機
械
化
等
の

一
層
の
推
進
に
よ
る
資
金
需
要
に
加

え
、
販
路
拡
大
、
シ
ス
テ
ム
投
資
や
運

転
資
金
な
ど
の
資
金
需
要
も
見
込
ま
れ

よ
う
。
そ
れ
に
は
あ
る
程
度
の
規
模
が

必
要
と
な
る
。

　

図
表
２
に
あ
る
よ
う
に
農
業
経
営
体

は
全
体
で
減
少
し
て
い
る
が
、
３
０
０

０
万
円
以
上
の
農
産
物
販
売
額
が
あ
る

経
営
体
は
増
え
て
い
る
。
中
で
も
、
数

は
少
な
い
も
の
の
1
億
円
以
上
の
販
売

が
あ
る
経
営
体
は
増
加
基
調
に
あ
る
。

図
表
２
に
は
掲
載
し
て
い
な
い
が
、
３

億
円
以
上
の
販
売
が
あ
る
経
営
体
は
15

年
時
点
で
約
１
８
０
０
に
の
ぼ
る
。
こ

れ
ら
は
民
間
金
融
機
関
の
融
資
対
象
と

し
て
も
検
討
に
値
す
る
規
模
と
い
え
る

だ
ろ
う
。

　

農
林
水
産
省
は
、
農
業
の
成
長
産
業

サ
プ
ラ
イ
チ
ェ
ー
ン
構
築
な
ど
を
支
援

し
て
、
組
織
的
な
経
営
、
農
業
の
企
業

化
を
後
押
し
し
て
い
る
。

　

農
産
物
の
分
野
と
し
て
は
、
現
状
で

は
畜
産
な
ど
で
販
売
規
模
の
大
き
な
経

営
体
が
多
い
（
図
表
３
）。
16
年
で
１

億
円
以
上
の
販
売
が
あ
る
経
営
体
は
、

単
一
経
営
で
は
多
い
も
の
か
ら
順
に
、

そ
の
他
（「
花
き
・
花
木
」「
そ
の
他
の

作
物
」「
養
豚
」「
養
鶏
」
お
よ
び
「
そ

の
他
の
畜
産
」）、
酪
農
、
肉
用
牛
と
な

っ
て
い
る
。

　

民
間
金
融
機
関
が
新
規
に
農
業
金
融

に
取
り
組
む
際
、
ま
ず
は
こ
う
し
た
分

野
の
経
営
体
を
対
象
と
し
て
ノ
ウ
ハ
ウ

を
蓄
積
し
て
い
く
の
が
よ
い
の
で
は
な

い
か
。
将
来
的
に
は
他
の
分
野
で
も
企

業
化
等
が
進
展
す
る
と
考
え
る
の
で
あ

れ
ば
、
畜
産
な
ど
以
外
の
分
野
に
も
対

象
を
広
げ
て
い
く
こ
と
が
視
野
に
入
る

で
あ
ろ
う
。

　

Ｊ
Ａ
は
農
業
の
企
業
化
等
に
対
応
し

つ
つ
、
組
合
員
の
組
織
化
を
積
極
的
に

推
進
す
る
こ
と
で
、
実
質
的
な
農
業
生

産
の
大
規
模
化
を
図
る
と
い
う
方
向
性

も
考
え
ら
れ
る
。
Ｊ
Ａ
全
農
を
株
式
会

社
化
し
、
農
業
商
社
と
し
て
規
模
拡
大

を
図
る
こ
と
も
可
能
だ
。
こ
れ
ら
を
通

じ
て
、
販
路
や
流
通
の
再
編
成
な
ど
に

伴
う
新
た
な
資
金
需
要
が
生
じ
得
る
で

あ
ろ
う
。

　

今
後
、
日
本
の
農
業
は
経
営
の
大
規

模
化
、
組
織
化
、
企
業
化
と
い
う
方
向

に
変
化
す
る
と
思
わ
れ
る
。
そ
の
状
況

を
見
据
え
、
農
協
も
競
争
力
強
化
の
方

向
に
舵
を
切
り
始
め
て
い
る
と
考
え
ら

れ
る
。
こ
う
し
て
農
業
が
成
長
産
業
の

方
向
へ
動
き
出
せ
ば
、
農
業
金
融
に
も

新
た
な
需
要
が
生
ま
れ
る
で
あ
ろ
う
。

�

（
了
）

図表３　分野別の農産物販売額ごとの経営体数�（千経営体）

（注）各年２月１日時点。「畑作」は「麦類作」「雑穀・いも類・豆類」および「工芸農
作物」を指す。「その他」は、「花き・花木」、「その他の作物」、「養豚」、「養鶏」
及び「その他の畜産」である。「合計」は、「販売なし」を含む

（出所）農林水産省「農林業センサス」、「農業構造動態調査」より大和総研作成

化
の
た
め
の
次
代
の
担
い
手
の

確
保
・
育
成
に
は
、
民
間
金
融

機
関
か
ら
農
業
者
へ
の
資
金
供

給
が
促
進
さ
れ
る
こ
と
が
重
要

と
の
認
識
を
持
っ
て
い
る
。
そ

の
取
組
み
の
一
環
と
し
て
、
財

務
省
と
連
携
し
て
民
間
金
融
機

関
を
対
象
に
、
農
業
融
資
や
経

営
支
援
に
関
す
る
ノ
ウ
ハ
ウ
等

を
提
供
す
る
た
め
の
セ
ミ
ナ
ー

を
17
年
2
月
か
ら
順
次
開
催
し

て
い
る
。

　

一
方
、
す
で
に
農
業
金
融
に

積
極
的
に
取
り
組
ん
で
い
る
一

部
の
民
間
金
融
機
関
で
は
、
農

業
者
の
経
営
ノ
ウ
ハ
ウ
獲
得
や

2015年 2016年
3,000
万円以上

うち1億
円以上 計 3,000

万円以上
うち1億
円以上 計

単
一
経
営

稲作 1.7 0.1 626.6 2.1 0.1 604.1
畑作 0.8 0.1 43.5 0.9 0.1 41.1
露地野菜 2.7 0.2 77.3 2.5 0.3 76.6
施設野菜 2.7 0.3 42.2 3.6 0.4 45.5
果樹類 0.6 0.1 123.6 0.6 0.1 121.0
酪農 7.4 1.1 13.8 7.6 1.3 14.0
肉用牛 3.2 1.2 23.3 3.5 1.2 24.1
その他 7.5 2.8 40.1 7.5 3.1 40.7

複合経営 8.8 0.7 254.8 8.6 0.7 245.4
合計 35.3 6.5 1,377.3 36.9 7.3 1,318.4




